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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第１区分
【発行日】平成24年7月26日(2012.7.26)

【公表番号】特表2009-524201(P2009-524201A)
【公表日】平成21年6月25日(2009.6.25)
【年通号数】公開・登録公報2009-025
【出願番号】特願2008-551454(P2008-551454)
【国際特許分類】
   Ｈ０５Ｈ   7/04     (2006.01)
   Ｈ０５Ｈ  13/02     (2006.01)
   Ｈ０１Ｆ   7/20     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０５Ｈ   7/04    　　　　
   Ｈ０５Ｈ  13/02    　　　　
   Ｈ０１Ｆ   7/20    　　　Ｂ

【手続補正書】
【提出日】平成24年6月5日(2012.6.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加速チャンバを画定する１対の極を備える磁石ヨークを含むシンクロサイクロトロン磁
石構造体であって、
　該磁石構造体は１対の磁石コイルを据え付けるための該加速チャンバの周囲の複数の通
路を画定し、該加速チャンバは、中心軸の近位の内段と、該中心軸からより離れている外
段とを含み、これらにわたって中央加速面が延び、
　該複数の極は、周辺部で接合され、該加速チャンバにわたり極間隙を形成するように分
離され、
　各極は、該磁石ヨークおよび該複数の通路内の磁石コイルによって共同で生成される組
み合わされた磁場を形成するように構成されており、該磁石コイルが、該中央加速面にお
いて少なくとも５テスラの中心磁場を直接的に生成し、かつ、該磁石ヨークを完全に磁化
するとき、該中央加速面にわたる該組み合わされた磁場は、半径の増加にともない減少し
、弱収束磁場指数パラメータｎは、実質的に該中央加速面の全体にわたって０から１の範
囲であり、ｎ＝－（ｒ／Ｂ）（ｄＢ／ｄｒ）であり、Ｂは該磁場、ｒは該中心軸からの半
径である、シンクロサイクロトロン磁石構造体。
【請求項２】
　前記磁石ヨークは、前記中央加速面に平行な前記中心軸から計測して約１１４ｃｍ以下
の外半径を有する、請求項１に記載の磁石構造体。
【請求項３】
　前記磁石ヨークは、前記中央加速面に平行な前記中心軸から計測して約８９ｃｍ以下の
外半径を有する、請求項１に記載の磁石構造体。
【請求項４】
　前記加速チャンバ全体にわたる前記極間の間隔は、少なくとも６ｃｍである、請求項１
に記載の磁石構造体。
【請求項５】
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　前記加速チャンバ全体にわたる前記極間の間隔は、少なくとも３．８ｃｍである、請求
項１に記載の磁石構造体。
【請求項６】
　前記極間のピーク間隙は、少なくとも約３７ｃｍである、請求項１に記載の磁石構造体
。
【請求項７】
　前記極のそれぞれは、極翼間に前記ピーク間隙の３分の１未満の間隙を生成するために
、該ピーク間隙を超えて収束する該極翼を含む、請求項６に記載の磁石構造体。
【請求項８】
　前記極のそれぞれは、極翼間に前記ピーク間隙の２０％未満の間隙を生成するために、
該ピーク間隙を超えて収束する該極翼を含む、請求項６に記載の磁石構造体。
【請求項９】
　前記極翼は、前記中央加速面に対して８０～９０°の角度で該中央加速面に向かって傾
斜する内面を有する、請求項８に記載の磁石構造体。
【請求項１０】
　前記磁石ヨークは、前記磁石コイル用の通路を画定する、請求項７に記載の磁石構造体
。
【請求項１１】
　前記磁石ヨーク内に画定された前記通路内に磁石コイルをさらに備える、請求項１０に
記載の磁石構造体。
【請求項１２】
　前記磁石ヨークは、上下の極翼に円周方向に配置された局在磁気チップをさらに備える
、請求項７に記載の磁石構造体。
【請求項１３】
　前記局在磁気チップは不連続である、請求項１２に記載の磁石構造体。
【請求項１４】
　前記極は、前記中央加速面内に、少なくとも８．９テスラの中心磁場から半径が増大す
るにつれて減少する磁場を形成するために、先細になっている、請求項１に記載の磁石構
造体。
【請求項１５】
　前記磁石ヨークは、該磁石ヨークが完全に磁化されるときに、前記中央加速面に約３テ
スラ以下の磁場をもたらすように構成される、請求項１に記載の磁石構造体。
【請求項１６】
　前記磁石ヨークは、ガドリニウムを含む、請求項１に記載の磁石構造体。
【請求項１７】
　前記弱収束磁場指数パラメータｎは、実質的に前記中央加速面の全体にわたって０から
１の範囲である、請求項１に記載の磁石構造体。
【請求項１８】
　前記極間隙は、前記中心軸からの距離が増大するにつれて前記内段上で連続的な一連の
増加インクリメントで拡張し、該極間隙は、該中心軸からの距離がさらに増大するにつれ
て前記外段上で連続的な一連の減少インクリメントで減少する、請求項１に記載の磁石構
造体。
【請求項１９】
　前記磁石ヨークは、前記中央加速面に対して直角に計測して約１００ｃｍ未満の高さを
有する、請求項１に記載の磁石構造体。
【請求項２０】
前記磁石ヨークは、約２３，０００ｋｇ未満の質量を有する、請求項１に記載の磁石構造
体。
【請求項２１】
　前記加速チャンバの周囲に配置された１対の１次磁石コイルをさらに備える、請求項１
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に記載の磁石構造体。
【請求項２２】
　前記１次磁石コイルによって生成される磁場を形成するための追加の磁石コイルをさら
に備え、各追加の磁石コイルは前記中心軸を取り囲む、請求項２１に記載の磁石構造体。
【請求項２３】
　前記１次磁石コイルおよび前記追加の磁石コイルは、少なくとも１つの電圧源と連結さ
れる、請求項２２に記載の磁石構造体。
【請求項２４】
　前記追加の磁石コイルのうちの少なくとも１つは、該追加の磁石コイルを介して第１の
方向に電流を伝導するために前記電圧源と連結されており、前記１次磁石コイルは、該１
次磁石コイルを介して第２の方向に電流を伝導するために該電圧源と連結され、該第２の
方向は、該追加の磁石コイルによって生成される前記磁場が、前記中央加速面の領域に前
記１次磁石コイルによって生成される前記磁場を少なくとも部分的に相殺するように、該
第１の方向とは逆である、請求項２３に記載の磁石構造体。
【請求項２５】
　前記追加の磁石コイルは、少なくとも４．５Ｋの温度において超伝導である材料を含む
、請求項２３に記載の磁石構造体。
【請求項２６】
　前記１次磁石コイルは、少なくとも４．５Ｋの温度において超伝導である材料を含む、
請求項２１に記載の磁石構造体。
【請求項２７】
　前記１次磁石コイルは、Ｎｂ３ＳｎまたはＮｂＴｉを含む、請求項２６に記載の磁石構
造体。
【請求項２８】
　前記磁石ヨークは、前記加速チャンバへのイオン注入用の通路を、前記中心軸に沿って
画定する、請求項１に記載の磁石構造体。
【請求項２９】
　前記極は組成物の変更を含み、該組成物は、前記中央加速面内に前記磁場を形成するた
めに、異なる磁気特性を有する、請求項１に記載の磁石構造体。
【請求項３０】
　加速チャンバを画定する１対の極を備える磁石ヨークを含むシンクロサイクロトロン磁
石構造体であって、
　該磁石構造体は複数の磁石コイルを据え付けるための該加速チャンバの周囲の複数の通
路を画定し、該加速チャンバは、中心軸の近位の内段と、該中心軸からより離れている外
段とを含み、これらにわたって中央加速面が延び、
　該複数の極は、周辺部で接合され、該加速チャンバにわたり極間隙を形成するように分
離され、
　各極は、該磁石ヨークおよび該複数の通路に据え付けられた磁石コイルによって共同で
生成される組み合わされた磁場を形成するように先細になった内面を有し、該磁石コイル
が、該中央加速面において少なくとも５テスラの中心磁場を直接的に生成し、かつ、該磁
石ヨークを完全に磁化するとき、該中央加速面にわたる該組み合わされた磁場は、半径の
増加にともない減少し、弱収束磁場指数パラメータｎは、実質的に該中央加速面の全体に
わたって０から１の範囲であり、ｎ＝－（ｒ／Ｂ）（ｄＢ／ｄｒ）であり、Ｂは該磁場、
ｒは該中心軸からの半径である、シンクロサイクロトロン磁石構造体。
【請求項３１】
　イオン加速用の磁場を形成する方法であって、
　磁石コイルを提供することと、
　加速チャンバを画定する１対の極を備える磁石ヨークを含む磁石構造体を提供すること
であって、該加速チャンバにわたって中央加速面が延び、該加速チャンバの周囲に該磁石
コイルが据え付けられ、該極は周辺部において接合され、かつ該加速チャンバにわたって
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極間隙を形成するために分離されている、ことと、
　該中央加速面内に磁場を生成し、該磁石ヨークを磁化するために、該磁石コイルに電流
を通すことであって、該磁化された磁石ヨークは、該中央加速面内の該磁場に寄与し、各
極は、該中央加速面内に該磁場を形成するように構成されており、該磁場は、実質的に該
中央加速面の全体にわたって、中心軸において少なくとも約７テスラの磁場からの半径が
増大するにともない減少し、かつ、弱収束磁場指数パラメータｎは、その幅にわたって０
から１の範囲であり、ｎ＝－（ｒ／Ｂ）（ｄＢ／ｄｒ）であり、Ｂは該磁場、ｒは該中心
軸からの半径である、ことと、
　該加速チャンバ内にイオンを注入し、該中央加速面にわたる外向き螺旋軌跡で該イオン
を加速させることと、
　該加速チャンバから該加速されたイオンを抽出することと
　を含む、方法。
【請求項３２】
　前記磁石構造体は、前記加速チャンバ内において前記イオンを安定して振動させ続ける
ために、復元力を提供する、請求項３１に記載の方法。
【請求項３３】
　前記磁石構造体内に共振器構造を提供することであって、該共振器構造は、前記イオン
に少なくとも２５０ＭｅＶのエネルギーを与えることをさらに含む、請求項３１に記載の
方法。
【請求項３４】
　前記磁石ヨークは、前記加速チャンバ内に約２テスラ以下の磁場を生成する、請求項３
１に記載の方法。
【請求項３５】
　半径方向外側に延びるとき、前記極間隙が、前記磁場を形成する連続的な一連の増加イ
ンクリメントおよび連続的な一連の減少インクリメントを含むように、各極は、その内面
に沿って先細部を有する、請求項３１に記載の方法。
【請求項３６】
　前記磁石構造体は、前記加速チャンバの周辺部に１対の極翼を含み、該１対の極翼は、
前記加速されたイオンの該加速チャンバからの抽出のために前記磁場を尖鋭化する、請求
項３５に記載の方法。
【請求項３７】
　前記イオンは２つ以上の陽子を含む、請求項３１に記載の方法。
【請求項３８】
　前記加速チャンバ内の内径において、少なくとも約５テスラの前記磁場を直接的に生成
するために、該加速チャンバの周囲に配置された磁石コイルに電流を通すことをさらに含
む、請求項３１に記載の方法。
【請求項３９】
　イオン加速用の磁場を形成する方法であって、
　中心軸および中央加速面を含む加速チャンバの周囲に、１対の１次磁石コイルを提供す
ることと、
　該１次磁石コイルよりも該中心軸の近くに、入れ子になった複数の追加の磁石コイルを
提供することと、
　該中央加速面内の該中心軸において少なくとも約５テスラの磁場を直接的に生成するた
めに、該１次磁石コイルに電流を通すことと、
　該磁場を形成するように、該追加の磁石コイルに十分な電流を通すことであって、該磁
場は、増大する半径距離において該中央加速面にわたって減少し、かつ、弱収束磁場指数
パラメータｎは、実質的に該中央加速面全体にわたって０から１の範囲であり、ｎ＝－（
ｒ／Ｂ）（ｄＢ／ｄｒ）であり、Ｂは該磁場、ｒは該中心軸からの半径であり、該１次磁
石コイルによって生成される磁場とは逆の磁場を生成するために、電流が該１次磁石コイ
ルを通過させられる方向とは逆の方向に、電流が該追加の磁石コイルのうちの少なくとも
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１つを通る、ことと、
　該加速チャンバ内にイオンを注入し、該中央加速面にわたる外向き螺旋軌跡で該イオン
を加速させることと、
　該加速チャンバから該加速されたイオンを抽出することと
　を含む、方法。
【請求項４０】
　前記極の内面は、中心軸に対して実質的に円対称である、請求項１に記載の磁石構造体
。
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